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縮小社会研究会（清泉女子大）           2018年 7月 7日  五十嵐 敏郎           

                

「科学技術の倫理問題－私たち科学技術者は何を目指して研究開発を行うのか」 

 

「科学技術の倫理」は，科学技術者個人の倫理問題（日本学術振興会 2015.3；梶谷 

2017.4），科学技術を行う組織の倫理問題，科学技術の目的に関する倫理問題，生命倫理問

題（常石 1995.7；粥川 2016.11；澤井 2017.3）など非常に幅広い分野にまたがっている． 

私の力量ではとても全体をカバーできないし，全体をカバーしようとすればまとまりの

ない，散発的な話になりかねません．そこで今回は，「科学技術の倫理問題－私たち科学

技術者は何を目指して研究開発を行うのか」というタイトルで，最初に軍学共同問題を取

り上げて科学技術を行う組織の倫理問題を中心に述べる．種々の外圧で組織の倫理が保て

ないとすれば，組織に所属する科学技術者個人の倫理感の醸成が重要になる．トランス・

サイエンス等の方策を述べ，最後に私たちが主張するＣＡＰＤについても触れたい． 

 

1．軍学共同の計画的進行 

 第１ステップから第 4ステップまで，長期にわたり計画的に策定．現在は，第 1 段階か

ら第 2段階に入っている．大学も徐々に巻き込まれ始めている（池内 2017.12）． 

第１ステップ：装備化を目指した基礎研究の段階 

・ 2004年に防衛省技術研究本部と大学・研究機関との技術交流を開始．2017年 8月 

時点で，7大学（九州大学 2件，、金沢工業大学 2件，横浜国立大学，慶應義塾大

学，千葉大学，千葉工業大学，帝京平成大学，各 1件），6公的研究機関，1 官公庁

の累計 23件のテーマが進行中．安倍内閣の軍事戦略のための 3つの閣議決定が引き

金になり 2014年度以降に急増した． 

・ 2015年に防衛省競争的資金「安全保障技術推進制度」を創設 

表 1 過去 3年間の応募件数と採択件数の比較（池内 2017.12 の表 4を基に加筆） 

  2015年度 2016年度 2017年度 

総数  A＋B   S 

予算額  3億円 6億円 110億円 10億円 100億円 

大学 応募件数 

採択件数 

58 

4 

23 

5 

  22    21     1 

0    0    0 

公的研

究機関 

応募件数 

採択件数 

22 

3 

11 

2 

  27    22    5 

  5    3    2 

企業等 応募件数 

採択件数 

29 

2 

10 

3 

  55    43    12 

   9    5    4 

総計 応募件数 

採択件数 

109 

9 

44 

10 

  104    86    18 

  14       8    6 
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  2015年度は 1件当たり最大 3000万円/年で最大 3年間継続可能 

  2017年度は、Aが 1件当たり最大 3000万円程度で原則最大 3年間継続可能 

  B が 1件当たり最大 1000万円程度で原則最大 3年間継続可能、Sは 1件当たり 

  最大 20億円で原則 5か年程度継続 

・ 学生インターンシップの実施 

・ 1980年代以降新設された国際関係学部や公共政策大学院では，安全保障に関するテ

ーマについて防衛省から人を招いて机上演習や模擬討論を実施． 

第 2ステップ：基礎的なアイデアを大規模で実証する段階で 2017年からスタート 

・ 2017年度の「安全保障技術推進制度」で大口の研究予算を設定（S） 

第 3ステップ：軍産学官連携のための軍民連携・省庁間協力の追求の段階 

・ 2016年 8月に出された「防衛技術戦略」には，20年先を見通した技術開発のための 

基本戦略を提示．そこに至る迄に進めておかなければならない準備段階と位置付け 

 目標 ① は，諸外国に対する軍事的（技術的）優位性の確保 

 目標 ② は，優れた防衛装備品の効果的・効率的な創製 

・ 防衛省・経産省・文科省との省庁間協力を具体的に推し進めることが大目標 

第 1ステップで進めている産学官共同と，第 2ステップで進めようとしている軍産 

連携を結び付け，省庁間連携という連結剤で固めることが目的 

第 4ステップ：「中長期技術見積もり」の具体的実現の段階 

・ 中長期技術見積もりは，防衛装備庁が中長期（5～20年）の技術開発の具体的取り組

みの方向を明らかにし，「ゲームチェンジャー」と成り得る先進的な軍事技術の開発

計画を構想している． 

・ 軍事技術開発の重点目標は， 

 ① スマート化（人工知能等を用いた高度な制御・処理能力の確保） 

 ② ネットワーク化（IT による装備システムの有機的結合） 

 ③ 無人化（ロボットの活用，遠隔操作の実現） 

 ④ 高出力エネルギー技術（レーザー兵器・蓄電池・レールガン等の新規開発） 

 

2．日本学術会議の軍学共同路線に対する対応 

（池内 2016.6；池内 2016.9；多羅尾 2017；池内 2017.12） 

 日本の学術界は戦前・戦中の軍への協力姿勢を反省し，1950年と 1967年の 2度にわた

り，声明を発した． 

1949年：全国の科学者（当時 3万 2千人）から会員を直接選挙する，世界に前例のない 

自主的・民主的な「科学者の国会」ともいえる組織として日本学術会議が発足 

（井原 2016.9）．末川博が起草した素案を基に「日本学術会議の発足にあたって 

科学者としての決意表明（声明）」が示され，その中に「この機会に，われわれ 

は，これまでのわが国の科学者がとりきたった態度について強く反省し   ，  
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われわれは，日本国憲法の保障する思想と良心の自由・学問の自由及び言論の自 

由を確保するとともに，科学者の総意の下に，人類の平和のためあまねく世界の 

学会と提携して学術の進歩に寄与するよう万全の努力を傾注すべきことを期す 

る」という声明文が記されている． 

1950年：日本学術会議第 6回総会声明「戦争を目的とする科学の研究には絶対従わない 

決意」の表明 

1967年：日本学術会議第 49回総会声明「軍事目的のための科学研究を行わない」 

1985年：政府筋の圧力で，会員選出法を変更 

     一般選挙制から，登録学術研究団体からの会員推薦制に変更される 

2001年：内閣総理大臣の管轄から，政治的影響力を持たない総務大臣管轄の「総務省の特 

別の機関」に変更される 

2005年：日本学術会議と内閣府が設置した総合科学技術会議とが相談し，下記の改革案 

を決定 

     ① 内閣総理大臣の所轄とし内閣府の特別の機関とする 

     ② これまでの七つの部会（第一部：文学・哲学・教育学・心理学・社会学・ 

史学，第二部：法律学・政治学，第三部：経済学・商学・経営学，第四 

部：理学、第五部：工学，第六部：農学，第七部：医学・歯学・薬学）か 

ら三部制（第一部：人文・社会科学，第二部：生命科学，第三部：理学・ 

工学）にする 

     ③ 会員の任期は二期 6年で，70歳定年とする 

     ④ 次期会員と連携会員は原則として原会員と原連携会員の推薦によって候補 

者を決め，内閣総理大臣が任命する 

2016年：「安全保障と学術に関する検討委員会」が発足し，防衛装備庁の「安全保障技術 

研究推進制度」の意見集約を行う 

2017年：「軍事的安全保障研究に関する声明」を発出し，政府・防衛省が進める軍学共同 

路線に対して，基本的に拒否の態度を明らかにした 

 

3．政府及びその他の機関の軍学共同路線に対する対応 

  （池内他編集 2016.9 の「年表 軍学共同に関する動き」から抜粋） 

１）原子力基本法 

1955年：原子力基本法において「自主・民主・公開」の原子力三原則を制定 

2012年：原子力基本法から原子力三原則を抹消し，「安全保障に資する」の文言が追加さ 

れる 

２）物理学会 

1966年：半導体国際会議において米軍からの資金提供を受ける 

1967年：臨時総会を開き，次の決議を採択 
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    決議１：半導体国際会議に米軍資金を持ち込まれたことは遺憾とする 

    決議 2：半導体国際会議実行委員会が物理学会に諮ることなく米軍資金の導入を 

        決定したことは重大なあやまりである 

    決議 3：日本物理学会は今後内外を問わず，一切の軍隊からの援助，その他一切 

の協力関係を持たない 

1995年：決議 3を緩めて，「学会が拒否するのは明白な軍事研究である」と規定し直す 

３）宇宙開発 

1969年：宇宙開発事業団発足，衆参両院に於いて「日本の宇宙開発は平和目的に限る」 

決議を採択 

2003年：情報収集衛星第 1号機を打ち上げ（内閣府が運営、JAXA に委託） 

2008年：宇宙基本法の成立，「安全保障に資する」条項が入る 

2012年：JAXA 法の改定，「平和条項」を抹消し「安全保障に資する」ことが明記される 

2013年：防衛省・JAXA・米国防総省・NASAが参加し，第 1回「宇宙に関する包括的 

日米対話」を実施 

2014年：防衛省を通じて JAXAのスペースデブリ監視情報を米軍に提供開始 

2015年：新宇宙基本計画決定，準天頂衛星７機体制，情報収集衛星充実，C バンド衛星 

の強化などを盛り込む 

2016年：宇宙基本計画工程表改定，「情報収集衛星 10機体制」を明記 

４）政府 

1976年：三木首相のもと「武器輸出三原則」が確立 

1983年：中曽根首相のもと「武器輸出三原則でアメリカを例外とする」措置を実施 

2013年：安倍内閣「2014年度以降の防衛大綱」「国家安全保障戦略」「中期防衛力整備 

計画」を閣議決定 

2014年：安倍首相のもと，「武器輸出三原則」を「防衛装備移転三原則」に変更 

2014年：総合科学技術イノベーション会議が ImPACT（革新的研究開発推進プログラム） 

創設 

2014年：安倍内閣「集団的自衛権の行使容認」閣議決定 

2015年：「平和安全法制（戦争法）」を強行採決 

2015年：防衛装備品の研究・開発・取得・運用・整備などのため防衛整備庁を設置 

2016年：第 5期科学・技術基本計画に「国家安全保障上の諸課題への対応」を明記 

 

4．軍学共同路線に対する科学技術者個人の倫理感 

 軍学共同路線に対する組織としての倫理は，日本学術会議の揺れ動く対応や，2017 年に

出された「軍事的安全保障研究に関する声明」，各大学の対応などで示されるが（多羅尾 

2017；池内 2017.12），組織に所属する科学技術者がこの問題に対し，何を考えているの

か，科学技術者個人の倫理感はあまり明らかになっていないように思える． 
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 先駆的な調査として，2015年 3月に国家公務員労働組合連合会が国立試験研究機関に勤

める研究員を対象に「第五期科学技術基本計画に向けて」の個人アンケートを実施し，そ

のなかに下記の質問事項を含めた（池内 2016.6）． 

（質問）産学官の共同での研究が強まるなか，防衛省や米国国防総省が予算を提供する

「軍事研究・開発」に参画する大学や国立研究開発法人が増えています．こうした「軍事

研究・開発」を進めるべきだと思いますか？ 

（回答とその理由） 

進めるべきである 78件（うち，消極的・条件付きが 26件で，52件は積極的な回答） 

理由 ・政府の担うべき機能は研究機関も支援すべき    29件 

   ・民間への転用可能                11件 

   ・科学・技術の発展                10件 

   ・研究資金の調達                  6件 

進めるべきではない 137件 

理由 ・平和利用目的を原則とすべき           39件 

    ・憲法順守・戦争反対               31件 

    ・秘匿性が強化される                8件 

    ・いったん手を出すと軍事予算の深みにはまる     7件 

 このアンケート調査結果と，回答の自由記述欄から，軍事研究に対する科学者の態度

は，五パターンに分けられる． 

（１）防衛省との共同研究は軍事研究だから，一切かかわらない 

（２）防衛省との共同研究は軍事研究だから関与したくないが、研究費が不足している 

ため参加はやむを得ない 

（３）防衛省との共同研究が防衛目的であるか，あるいは将来的に民生目的に転用する 

約束があれば，それは軍事研究とはいえない．したがって共同研究に参加すること 

に問題はない 

（４）科学・技術の発展につながるのだから，積極的に防衛省との共同研究を行う．軍事 

   技術は民生技術の底上げにつながるし，軍事技術もいずれ民生利用が可能になるの 

   だから，わざわざ軍事と民生に区別するのは意味がない 

（５）国家のために尽くすこと，あるいは研究費を出している国立の研究機関に属して 

くれているのだから，国の要請（命令）に従うのは当然である 

（１）が 64％で，（２）～（５）が 36％であった．防衛省競争的資金「安全保障技術推進

制度」が出されたばかりで，予算規模も年間 3億円と小さい段階でのアンケート調査であ

ったこと，その後，予算規模が 2016年度に年間 6億円、2017年度には年間 110億円と大

きく膨らんだことを考えれば，再度アンケート調査を行えば，（２）～（５）の回答が増

加している可能性がある． 

 また，2016年 5月に波研究学園都市研究機関労働組合協議会が，独立行政法人の研究機
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関に所属する研究者を対象に実施した「軍事研究を進めるべきだと思いかすか？」という

問いに対するアンケート調査では，「軍事研究を進めるべき」と回答した割合は，全体で

26％であったが，20歳代の回答だけ抽出すると 47％と，無回答を除く半数に達してお

り，30歳代の回答では 40％近くに達していた（多羅尾 2016.11）．激しい競争にさらさ

れ，生き残ることに,必死な若手研究員にとって，軍学共同研究は自分の首をつなげてくれ

ると考えているのかもしれない．あるいは最近の若い人の右傾化を反映しているのかもし

れない．いずれにせよ，ヒットラーが若い人たち（突撃隊の構成員）の熱狂的な支持を集

めて独裁政治に突き進んだことを重ねると，決して見過ごすことが出来ない結果である． 

   

 図 1 質問（軍事研究を進めるべきだと思いますか？）に対する回答（多羅尾 2016.11） 

 これらの調査は，比較的身分の安定した研究員を対象に行われたが，ポスドク問題や任

期制助教，非正規雇用が増えている大学を対象に行えばどのような結果となるのだろう

か．特に，軍学共同研究を容認している大学と，軍学共同研究を公式に否定している大学

との違いは非常に気になる． 

 大学の若手研究者の倫理感を毀損する要因として研究費，特に経常研究費の不足，任期

制問題やポストの不足問題など様々指摘されているが，ここでは軍学共同路線に一番引き

込まれやすい要因と考えられる研究費不足問題に限定して取り上げる． 

 主な大学改革は参考資料に取りまとめてあるが，その中でも 2004年の国立大学の法人

化が現在の混乱を招く元凶と思われる． 

 国立大学法人化以降の運営交付金及び科研費の推移を示す．（竹内 2016.9；旺文社 

2017.5） 
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 （注：2017年度は外数として機能強化促進費 45億円を新設） 

     図 2 運営交付金の推移           図 3 科研費の推移 

  運営交付金の減額は教育研究に直結する教育基盤経費の縮減を招き，学生一人当たり

の教育経費が年々減少し，卒論指導や大学院生の教育研究指導に携わる教員の研究費も同

様に削減され，教育の質的な低下をもたらすと危惧される． 

 安定した長期の研究環境を担保した運営交付が減額され，期限付きの競争的資金である

科研費などが増額されると，競争的資金が得やすい陽の当たる，「選択と集中」政策で国

から重点分野として選ばれた分野（IT，バイオ，ナノテク，ロボット，医療器具，薬品，

エネルギー等）への研究シフトが行われ，陽の当たらない分野（理学系：数学，物理，科

学，生物，地学，環境，農学系：林学，畜産，園芸，水産，昆虫，農業経済，獣医）で

は，競争的資金を獲得する率が低下し，多くの研究者が研究費不足に喘ぐ状態になってい

る． 

 運営交付金を減らして研究予算の飢餓状態に追い込んで行った段階で，防衛省競争的資

金「安全保障技術推進制度」という一見すると美味しそうに見える研究資金を目の前にぶ

ら下げられると研究者の倫理観もマヒしかねない（林 2016.11）．これまでの流れを見る

と，政府は長期にわたり一貫して軍学共同路線へシフトさせようとしている． 

 

5．軍学共同路線のワナに陥り論理観を失った科学技術者の行く末 

 軍学共同路線の行き着く先には何が待ち受けているのだろうか．その例は，1945年まで

の日本，ドイツ，米国に見られる． 

１）日本の科学者の戦争協力 （河村 2016.11；池内 2016.6） 

1938年：国家総動員法の施行 

1940年：科学動員実施計画綱領を閣議決定 

      若手・中堅研究員からも積極的な戦争協力の声が上がる．仁科芳雄は「今や 

科学は技術と一体となって大進軍をおこねばならない」と，科学動員を後押 

しする積極的発言を行った． 

1943年：学術研究会議（日本学術会議の前身）のもとに科学研究動員委員会が置かれ， 

科学の総動員体制が構築された． 

1944年：科学研究費が大幅増額された．1940年に比べ科学研究費交付金が 300万円から 
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1900万円に，日本学術振興会研究費が 120万円から 300万円へと増額された． 

1945年：陸海軍の臨時軍事費中の研究費が 1942年の 1億円から 3億円へと急上昇． 

この間，ほとんどの科学者は戦時研究に携わざるを得なかった．原爆開発研究では，仁

科芳雄・荒勝文策・玉木英彦・嵯峨根遼吉・菊池正士・伏見康治・湯川秀樹・坂田昌一ら

が参加し，強力な電波を発するマグネトロンの開発実験では，朝永振一郎・宮島竜興・小

谷正雄ら若手研究員が参加していた． 

 これは物理学者の戦時研究であるが，生命倫理面でも戦時中に大学・医学部を取り込ん

だ軍事研究が行われ，「医学者の組織犯罪」と評せられた． 

２）ドイツのナチス政権への忠誠とユダヤ人物理学者の追放 （池内 2016.6） 

 5人の著名なノーベ賞受賞者とナチス政権への関わり方を通して研究者倫理について考

察する． 

マックス・プランク：1930 年以降，名実ともにドイツ科学界の最高指導者の地位にあっ 

た．1935年の悪名高いニュールンベルグ法（ユダヤ人の公民権剥奪と，大学や研究所から

の追放）成立でも，「悪法も法である」として許容する立場を取った．功利主義的発想に

基づき，倫理的に問題を捉えようとする立場は取らなかった．後年，ナチスとの関係が冷

え始め，大戦中の人生は不遇であった． 

ウェルナー・ハイゼンベルグ：ナチスが「科学を戦争に利用」しようと考えたのに対し，

「戦争を科学に利用」しようとしてナチスと手を組むことをいとわなかった．1939年 9月

以降，原爆開発に携わった．ドイツ占領地を訪れ，ドイツ科学を称揚してドイツに従うよ

う，占領地の科学者を説得するなど，科学至上主義の立場を取った． 

ピーター・デバイ：1937年にドイツ物理学会会長に就任し，ナチス・ドイツ時代の物理学

を指導した．科学至上主義者であるが，政治的には日和見主義で，ユダヤ人のリーゼ・マ

イトナーに危険が迫ると，スウェーデンに脱出させた．自身も 1940年にアメリカに亡命 

フィリップ・レーナント：人種的嫌悪感に囚われ，ヒトラーとナチ党を早くから支持し

た．自身のナルシシズム，アインシュタインの名声に対する妬み，ユダヤ人に対する嫌悪

の虜になっていき，自らの科学を傷つけ，個人的偏見のために科学者仲間の評価も悪化

（ヒルマン他 2016.2）． 

アルベルト・アインシュタイン：愛国的な国家主義者とは正反対の国際主義者で，とくに

生粋のドイツ人にありがちな傲慢な国家主義は歯止めの利かない軍国主義につながると考

えた．ただ，1939年 8月にルーズベルト大統領に送った原爆開発を勧める手紙は，彼の倫

理性の汚点となっている（大川 2017.10）． 

人間としての倫理観を失ったレーナントは別として，プランク，ハイゼンベルグ，デバ

イは科学と政治に対する態度は異なるが，共通して「ナチス時代の戦争犯罪は自分たちに

は責任がない．なぜなら，自分たちは科学が進歩することのみを追求しており，非政治的

にふるまったから」という意識であった．現代の軍学共同路線を是とする科学者たちにも

共通する心情であろう． 
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6．科学技術者の倫理観を呼び起こして軍学共同路線を防止できるのか 

 最後に，技術科学者の倫理観を呼び起こして軍学共同路線を防止できるのかについて，

私が考えていることをいくつか示す．専門性の乏しい私の手におえる問題ではなく，皆さ

んと議論する中から多くのヒントを得て私の考えを補強していきたいと願っている． 

１）トランス・サイエンスを議論する場を広めていく 

 「トランス・サイエンス」とは，アルヴィン・ワインバーグが 1972年に提唱した概念

で，「科学に問いかけることはできるものの、科学には答えることが出来ない問題」と定

義される（Weinberg 1972）． 

 科学は価値中立的で，そこで発見された真理は新たな知の創造である．従って，科学 

それ自体は，経済的・社会的な価値をもたらさない．しかし今，科学と政治（社会の意思

決定）との両者にまたがっている領域が存在し始め，その領域がトランス・サイエンスで 

ある．これからの科学は社会のために存在すべきであり，科学者と市民とが腹を割って話

し合う場が必要である（時安 2013.4；池内 2015.1；山口 2016.12）． 

２）専門家のための後期教養教育を行う 

 日本の科学技術者は，技術と技術のインターフェースや技術と人とのインターフェース

では優れた産物を生み出してきたが，コミュニティとコミュニティのインターフェースの

交流では目立った成果を生み出していない．これからは，自らの専門分野を超えて異なる

コミュニティ間を往復し，多様な知を結集する能力を身に付ける必要がある． 

 自らの専門分野を超えて往復する能力は専門家のための教養教育（後期教養教育）によ

って磨くことができる（藤垣 2015.1）． 

３）オープンサイエンス 

 科学の専門化，ビックサイエンス化，ブラックボックス化に伴い，人々が科学について

いけない，科学が縁遠くなっていると言われている．その結果，極端な科学信仰に走った

り，逆に科学不信になったり，疑似科学が流行したりしている（池内 2015.1）． 

 インターネットの発達で世界中多くの人々がつながるようになり，これからもその流れ

が加速するだろう．インターネットを介した人々のインターフェースの交流を利用して，

科学技術者と専門家委でない普通の人々の集合体である社会を結び付ける試みが行われ，

オープンサイエンスとして成果を上げ始めている（ニールセン 2013.4）． 

 著しい成果を生み出した例として「ギャラクシー・ズ－」というウェブサイトがある．

このサイトには 20万人以上のオンラインボランティアが参加し，遠隔操作望遠鏡によっ

て自動撮影されて送られてくる銀河の画像をもとに「この銀河は渦巻状ですか，それとも

楕円状ですか？」，「渦巻状なら，腕の部分は時計回りに回転していますか、それとも反時

計回りですか？」との問いに答えていく．彼らの活動で，「グリンピース銀河」と呼ばれ

る全く新しいタイプの銀河を発見したり，クウェーサー・ミラーの最初の実例の発見に貢

献した． 
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４）質的イノベーション 

 これまで，生活者は「利便性の向上」を求め，作る側（生産者）は「生産性の向上」を

追求してきた．20世紀までは「利便性の向上」と「生産性の向上」を指向するイノベーシ

ョン（量的イノベーション）が主流であった． 

 科学技術が急速に発展し，モノが溢れている 21世紀の日本では，新たな生活スタイル

を生みだし新たな文化を創成するというような社会の質的変化に資するイノベーション

（質的イノベーション）が求められる． 

 最新の科学技術の発展は，人間の有する感性や自然観の幅を広げる方向が指向されるべ

きであり，結果として質的イノベーションが主流になっていくであろう．そのためにも，

科学技術者は社会とのつながりを重視する必要がある（田浦 2018.2）． 

５）PDCA から CAPDへ 

 これは，ポリオレフィン業界の再生を目論んで打ち出した概念であるが，広く科学技術

者の倫理観の醸成にも役立つのではないかと考える．次世代ポリオレフィン総合研究誌に

出稿した中から一部抜き出す（五十嵐 2017.11）． 

 私たちは新しい製品を開発する際に，調査や顧客のニーズをもとに開発目標を立て

（Plan），研究・開発や試製造を経て製品化し（Do），上市製品の市場評価を行い

（Check），結果を次の製品開発に生かすこと（Action，Assessment）を行ってきた．PDCA

を回すと称して． 

 石油文明が安泰である限り，このような開発方針も受け入れられてきた．しかし，繁栄

を支えてきた石油文明も，間もなく終焉期が始まるともささやかれはじめた．その時には

ポリオレフィン業界もかなり影響を受けると予想され，過去の事例からは予測できない問

題に対処するためにはパラダイム破壊型のイノベーションが求められる． 

 私たちは解の一つとして，まず最初に Checkを行い，Assessmentの結果で OKになって

初めて Planを行い Doにつなげて製品を開発することの必要性を提唱している． 
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            図 4 ＰＤＣＡサイクル 

 

      

 

               図 5 ＣＡＰＤサイクル 
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 ＣＡＰＤサイクルを無視した結果，多くの分野で「本当に技術開発が必要だったのか」

と問われ，それに対する解が得られずに倫理観をもった科学技術者が自責の念で苦しんで

いるしこれからも苦しむことが予想される．いくつか例を示す． 

① 原子力の平和利用 

 ＣＡＰＤを無視した最も分かり易い例である．原発施設は未来永劫維持することが出来

ない．高濃度の放射線を浴び続ける原発本体，周辺機器類，配管類は通常よりも早く劣化

する．施設の更新作業に於いて安全が担保されるのかという問い（Checkと Assessment）

に対して何も回答を持たずに設置計画を決め（Plan），建設し運転を開始した（Do）．原発

は運転し続ける限り，使用済み核燃料棒を生み出し続ける．この処理法も未解決のままで

あり，「未来世代の科学技術の発展に期待する」という極めて無責任な発想がまかり通っ

ている．開発に携わった科学技術者は倫理観のかけらも持っていない．そもそも，人類は

（脊椎動物も）人工放射線種の出す β線に対する防御機能は持ち合わせていない．天然放

射線種のだす α線や γ 線に対しては，太い背骨で守られた脊髄の中で免疫細胞を生みだし

造血を行うことで防御してきた．原子力という魔力に手を下してはいけなかった． 

② 遺伝子組み換え技術 

 一旦遺伝子にメスを入れると，未来世代にどのような影響を及ぼすか（Checkと

Assessment）を十分に考慮せずに，我先にと開発競争を始めている．悪影響が明らかにな

った時点で The end.である．昨年突然にほとんど議論されることなく，主要作物を守って

きた種子法が廃止され，今年 4月から実施されている．コメも稲作が日本に伝わって以

来，その土地の風土や食生活にあった多様な固定種を開発し，種を自家採取して未来世代

に引き継いできた．その伝統が，Ｆ１種子に置き換えられようとしている（坪内：編集 

2018.1）．Ｆ１種子は雄しべがないか，雄しべがあっても受粉させる能力のない雄性不稔の

種子を用いて作られる．大企業による種子ビジネスの独占を目的として作られた種子であ

り，開発に携わった研究開発者の倫理観が疑われる． 

③ ナノファイバーを利用した製品開発 

 現在の技術開発の主流は，様々なナノファイバーを含有する熱可塑性樹脂の開発であ

る．ナノでなければ研究ではないという風潮が研究界を席巻している．しかし，NFRP 

（Nano-Fiber Reinforced Plasticsの頭文字を連ねた筆者の造語）の Check と Assessmentは十

分に行われているのだろうか．NFRP は通常の熱可塑性プラスチックとは異なる劣化挙動

を示すと言われる．塩化ビニルは，時間の経過によってほぼ直線的に劣化が進行する．こ

のため，寿命予測がしやすく，自動車メーカーの材料技術者には好まれる．一方，PE や

PP などのポリオレフィンは，初期には塩ビより劣化の進行が遅いが，ある時間が経つと急

に劣化の進行が早まり，材料破壊に至る．寿命予測が不正確になる「ガックリ現象」とし

て嫌われている．NFRP はこれらとは異なる特殊な劣化挙動を示す．初期には劣化がほと

んど進行しないが，ある時間が経つと一気に劣化し材料破壊に至る． 

 NFRP では，機械物性を担保しているのが配向した Nano-Fiberであるが，様々な環境条
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件で Nano-Fiberが徐々に劣化して繊維長が短くなる．繊維長が限界値以下に短くなると，

すでに劣化しているマトリックスポリマーの機械物性を担保できなくなり，一気に劣化が

進行するという特徴を持っている．問題は，何が Nano-Fiberの劣化による短繊維長化を促

進しているのか，ほとんど分かっていないことである．製造時に生じる微細な傷や気泡，

様々な段階で受ける衝撃，紫外線や熱による劣化などが通常考えられるが，Nano-Fiberと

マトリックスポリマーとの界面積が大きいことと両者の体積膨張率が異なることから，一

種の疲労劣化を起こしていることも考えられる． 

 ボーイング 787の胴体や翼に採用されたことで，材料としての可能性が膨らんでいる

が，航空機用の CFRP の製造現場では，全数検査して微細な傷や気泡があると排除し，衝

撃を与えないように細心の取り扱いで，できるだけ劣化しないような工夫を行っており，

直行率が 50％以下と言われている．しかし，大量生産によるコストダウンが要求される民

生用の自動車ボディでは，初期欠陥を抱えたまま走行し，予告なしに突然ボディが破壊す

る事故が予想される． 

 NFRP 製のボディを持つ自動車の場合，物理的あるいは心理的な耐用年数が過ぎると廃

車される．この場合にも Check と Assessmentが不十分なことが問題になる．NFRP のリサ

イクル技術について様々な研究開発が行われているが，いまだに決定打が見いだせず未完

成な状態である．リサイクル技術が未完成な状態で，NFRP の研究開発を行うべきか，開

発に携わる研究開発者の倫理観が問われている．GFRP 製のボートで懲りたことを忘れて

いる． 

 開発当初は夢の材料ともてはやされたアスベストによる健康被害が大きな社会問題にな

っているが，Carbon-Fiberはアスベストに比べて活性が高く，肺の奥まではいれば大きな

健康被害を引き起こす（篠原 2013.3）．アスベストに比べて繊維長が長く，肺の奥まで入

らないとされているが，劣化により Carbon-Fiber の繊維長が短くなったり，廃車時に加わ

る衝撃力により繊維長が短くなった場合の問題が先送りされている． 

④ 食品長期保存用の多層フィルムの開発 

 最近の米国で行われた調査では，食品の長期保存を可能にしたハイバリアーフィルムが

食品の流通時間の長期化や流通経路の複雑化を可能にし，結果として農場や流通段階での

食品ロスを増やしている． 

 農場から消費者まで 10日かかる場合には食品ロス率が 40％にあるのに対し，農場から

消費者まで 2日の場合には食品ロス率が 5％に低下する（Clear 2017.5）． 

 これは米国の調査結果であるが，食糧の自給率が著しく低い日本でこそこのような調査

を行い，食品流通のあるべき姿を模索することが喫緊の課題である． 

 

      



14 

 

 

           図 6 食品の流通期間と食品ロスの関係 

 食品ロス問題のだけではない．流通時間の長期化や流通経路の複雑化により，食品流通

の大企業化と支配力の強化を引き起こし，農業の価格支配力が弱まることで小農業を立い

かなくさせ，農業従事者の高齢化と相まって日本の農業を支えてきた小農業を消滅させよ

うとしている．食品長期保存用の多層フィルムを開発する研究開発者は，そのことも考慮

して開発に着手するべきであり，研究開発者の倫理観が問われている． 

  

 

【参考文献】 

 

Weinberg,Alvin M（1972），“Science and Trans Science”，Minerva Vol.10，p.209． 

Clear,S. (2017.5), “Inexpected innovation through design leadership”, Plasticity Anaheim． 

五十嵐敏郎他 （2017.11），「ポリエチレンの劣化機構の評価」，ポリオレフィン総合研究 

Vol.11 ，p.44． 

池内了（2015.1），「科学と科学者のあり方」，山脇直司：編集，“科学・技術と社会倫理”，

東京大学出版会，p.14． 

池内了（2016.6），「科学者と戦争」 岩波新書，2016.6． 

池内了（2016.9），「科学者のあり方」 岩波ブックレット，“兵器と大学”，第 1章． 

池内了（2017.12），「科学者と軍事研究」岩波新書． 

池内了，小寺隆幸：編集（2016.9），“兵器と大学”，岩波書店． 

井原聡（2016.9），「戦後，科学者は軍事研究とどう向き合ってきたか」，岩波ブックレッ

ト，“兵器と大学”，第 2章． 



15 

 

旺文社 教育情報センター（2017.5），「国立大『運営費交付金“等”』の仕組と狙い」． 

大川一枝（2017.10），“届かなかった手紙”，角川書店． 

梶谷剛（2017.4），“工学倫理・技術者倫理”，アグネ技術センター． 

河村豊（2016.11），「戦時科学史から見た軍事研究と科学者」，現代思想，Vol.44 (11)，

p.73． 

粥川準二 （2016.11），「ゲノム編集時代における大学と大学人」，現代思想，Vol.44 (11)，

p.86． 

澤井努（2017.3），“ヒト iPS 細胞研究と倫理”，京都大学学術出版会． 

篠原直秀（2013.3），“ナノ材料のリスク評価のおはなし”，日本規格協会． 

田浦俊春（2018.2），”質的イノベーション時代の思考力”，勁草書房． 

竹内智（2016.9），「大学改革にまとわりつく軍学共同」岩波ブックレット，“兵器と大

学”，第 4章． 

多羅尾光徳 （2016.11），「軍学共同に抗する大学自治を支える力」，現代思想，Vol.44 

(11)，p.64． 

多羅尾光徳（2017），「軍学共同を巡る学術会議，大学等の動向」研・学 9条の会ニュース 

No.56．   

常石敬一 （1995.7），“七三一部隊-生物兵器犯罪の真実”，講談社現代新書． 

坪内孝彦：編集（2018.1），“日本のお米が消える”，「月刊日本」2018年 2月号増刊，Ｋ＆

Ｋプレス． 

時安邦治（2013.4），「科学知のシナリオ化」，“科学化する日常の社会学”第 4章，世界思

想社，p.148． 

日本学術振興会編集（2015.3），“科学の健全な発展のために”，丸善出版． 

ニールセン,マイケル（2013.4），“オープンサイエンス革命”，紀伊国屋書店． 

林真理（2016.11），「研究費の誘惑と研究者の憂鬱」，現代思想，Vol.44 (11)，p.110． 

ヒルマン,ブルース,J.他（2016.2），“アインシュタインとヒトラーの科学者”，原書房． 

藤垣裕子（2015.1），「技術知と社会知の統合」，山脇直司：編集，“科学・技術と社会倫

理”，東京大学出版会，p.14． 

山極寿一（2018.3），「国立大学法人化は失敗だ」，読売教育ネットワーク，Vol.39． 

山口栄一（2016.12），“イノベーションはなぜ途絶えたか”，ちくま新書，p.146． 

 

 

 

 

 

 

 


